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表紙

連結計算書類の「連結注記表」並びに計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及び定款第14条の
規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.pa-co-ltd.co.jp/）に掲載すること
により株主の皆様に提供しております。

第38回定時株主総会の招集に際しての電子提供措置事項

連結計算書類
連結注記表

計算書類
個別注記表

(令和５年１月１日から令和５年12月31日まで)

株式会社ピーエイ
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連結注記表

連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の状況
連結子会社の数　５社
主要な連結子会社の名称

㈱アルメイツ
PA VIETNAM CONSULTING COMPANY LIMITED
PA VIETNAM ADVERTISEMENT COMPANY LIMITED
㈱ピーエイケア
㈱PA エンタープライズ

⑵　非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称
該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社の状況

該当事項はありません。
⑵　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

持分法を適用しない関連会社
　合同会社京都WORKS
持分法を適用しない理由
　持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益（持分に見合う額）及び連結剰余金（持分に見合う額）に及
ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、株式会社ピーエイケアの決算日は３月31日であります。連結計算書類の作成にあたっ
ては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。その他の連結子会社の決算
日は連結会計年度と一致しております。
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４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定)を採用しております。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産
商品
　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
を採用しております。
貯蔵品
　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
　　主として定率法（ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額

法）を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物及び構築物　３年～39年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。
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⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上して
おります。

③　株主優待引当金
　株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年度以降において発生すると見込まれ
る額を計上しております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。
当社は、退職給付に係る資産、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑸　収益及び費用の計上基準
　当社グループは、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、もしくは、移転するにつ
れて当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、連結注記表の
「収益認識に関する注記」に記載のとおりであります。

⑹　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定に含めて計上しております。

⑺　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は繰延消費税等とし、5年間で償却を行っております。
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会計上の見積りに関する注記
　固定資産の減損
（見積りの内容）
・固定資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合に、一定の条件の下で回収可能価額

を見積り帳簿価額を減額しております。
（当連結会計年度に計上した金額）
・有形固定資産及び無形固定資産　162,479千円
・減損損失　－千円
（その他見積りの内容に関する理解に資する情報）
見積りの算定方法
・固定資産の回収可能価額の決定にあたって使用価値と正味売却価額のいずれか大きい額によっています。

使用価値の見積りにあたって、資産（グループ）から生じる割引前将来キャッシュ・フローを基にしてお
ります。

見積りの算出に用いた主な仮定
・割引前将来キャッシュ・フローは主として事業所毎の事業計画を基に算定しております。
翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響
・内外の環境変化により、当該連結会計年度末の見積りに用いた仮定が変化した場合は、割引前将来キャッ

シュ・フローの算定額の変更等により、翌連結会計年度の連結計算書類に計上する減損損失に重要な影響
を及ぼす可能性があります。
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有形固定資産の減価償却累計額 466,903千円

（単位：株）
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 11,229,800 － － 11,229,800

（単位：株）
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 476,918 － － 476,918

連結貸借対照表に関する注記

　なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

３．剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額
該当事項はありません。
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
該当事項はありません。

４．当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント その他
（注） 合計 調整 合計情報サー

ビス事業
人材派遣

事業
保育事業 地域創生

事業 計

顧客との契約か
ら生じる収益 1,007,272 277,060 394,764 31,893 1,710,990 20,722 1,731,712 － 1,731,712

その他の収益 － － － 54,782 54,782 － 54,782 － 54,782

外部顧客への売
上高 1,007,272 277,060 394,764 86,675 1,765,772 20,722 1,786,495 － 1,786,495

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ベトナムに特化し
た人材事業を含んでおります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義
務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとお
りであります。
①情報サービス事業
　情報サービス事業においては、主として、WEB媒体を活用した求人広告代理店のほか、「ジ
ョブポストWEB」の運営・管理を行っております。
　情報サービス事業は、受注した求人広告の原稿作成と契約期間にわたり求人広告を掲載する
義務を負っており、当該履行義務は求人広告の掲載に応じて充足されるため、求人広告の掲載
期間における掲載実績に応じて収益を認識しております。
　なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として２ヶ月以内に受領しており、重大な金
融要素は含んでおりません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式によ
り対価を受領する場合には、前受金を計上しております。
②人材派遣事業
　人材派遣事業においては、主として、人材派遣業及び人材紹介業を行っております。
　人材派遣業は、顧客との契約に基づき労働力を提供する義務を負っており、当該履行義務は
派遣社員による労働力の提供に応じて充足されるため、派遣社員の派遣期間における稼動実績
に応じて収益を認識しております。人材紹介業は、求人ニーズに応じて候補者を紹介する義務
を負っており、当該履行義務は候補者が入社した時点で充足されるため、その時点で収益を認
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識しております。
　なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として２ヶ月以内に受領しており、重大な金
融要素は含んでおりません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式によ
り対価を受領する場合には、前受金を計上しております。
③保育事業
　保育事業においては、主として、小規模認可保育園の運営管理及び放課後デイサービスの運
営管理を行っております。
　保育事業は、主に自治体からの認可等及び保護者との契約に基づき運営を行う義務を負って
おり、当該履行義務は園児数、保育士数等の一定の要件に応じた保育園等の運営を行うことで
サービスを提供することで充足されるため、契約期間にわたり収益を認識しております。
　なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として２ヶ月以内に受領しており、重大な金
融要素は含んでおりません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式によ
り対価を受領する場合には、前受金を計上しております。
④地域創生事業
　地域創生事業においては、主として、当社が各地域に散在している遊休スペースや施設を賑
わいの場所に再生する事業を行っております。
　飲食の販売については、顧客への引き渡しにより、顧客に当該財に対する支配が移転し、履
行義務が充足されることから、顧客への引き渡し時点等で収益を認識しております。また、テ
ナントからの不動産賃貸収入については、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基
準」に従い会計処理を行っており、賃貸借期間にわたり収益を認識しております。
　なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として２ヶ月以内に受領しており、重大な金
融要素は含んでおりません。

－ 7 －



2024/02/27 15:44:52 / 23062794_株式会社ピーエイ_招集通知

連結注記表

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 90,117千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 96,569

契約資産（期首残高） 64,054

契約資産（期末残高） 69,268

契約負債（期首残高） 19,411

契約負債（期末残高） 3,149

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための基礎となる情報
(1)　契約資産及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた契約資産と契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであ
ります。

契約資産は、主に情報サービス事業において広告媒体への掲載等に関連する契約につき、顧客から
受け取る対価のうち、履行義務は充足しているものの未請求となっている権利であります。
契約負債は、連結貸借対照表上、流動負債「その他」に計上しております。契約負債は、主に情報

サービス事業において履行義務の充足前に顧客から受領した対価であり、収益の認識に伴い取り崩
されます。
当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていた額は、18,099

千円であります。

(2)　残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社においては、顧客との予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、
実務上の便法を適用し、残存履行義務に配分した取引価格の注記を省略しております。
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については、主に銀行借
入による方針であります。デリバティブは利用しておりません。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客先の信用リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金はそのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
　借入金は、主に運転資金に係る資金調達であります。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、社内規程に従い、営業債権については、請求担当部門が取引先の状況を定期的にモニタリン
グし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握
や軽減を図っております。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま
す。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部門からの報告に基づき担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流
動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用
することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）
長期借入金
(１年内返済予定の長期借
入金含む）

200,488 197,097 △3,390

負債計 200,488 197,097 △3,390

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 878,410 － － －

受取手形及び売掛金 96,569 － － －

合計 974,979 － － －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 450,000 － － － － －

長期借入金 55,008 55,008 55,008 35,464 － －

合計 505,008 55,008 55,008 35,464 － －

２．金融商品の時価等に関する事項
　令和５年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」「未払金」に
ついては、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま
す。

（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（注）２．短期借入金、長期借入金の連結決算日後の返済予定額
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 197,097 － 197,097

負債計 － 197,097 － 197,097

１．１株当たり純資産額 36円77銭
２．１株当たり当期純利益 4円18銭

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され
る当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります。

⑴　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
　　該当事項はありません。

⑵　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期借入金（１年内返済予定を含む）
　長期借入金については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっており、その時価をレベル２の時価に分類しております。

１株当たり情報に関する注記

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりませ
ん。
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重要な後発事象に関する注記
　（資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分）
　当社は、令和６年２月16日開催の取締役会において、令和６年３月28日開催予定の第38期定時株主総会
に、資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分について、下記のとおり付議することを決議いたし
ました。

1．資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分の目的
　当社は、当事業年度末において生じている繰越欠損を解消するとともに今後の資本政策の柔軟性及び機動性
を確保することを目的として、会社法第447条第１項及び会社法第448条第１項の規定に基づき、当該繰越欠
損金額と同額の資本金及び資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振り替えるとともに、会社法第 452条の
規定に基づき、増加後のその他資本剰余金を繰越利益剰余金に振り替えることといたしました。

2．資本金及び資本準備金の額の減少の内容
（1）資本金の額の減少の内容

減少する資本金の額
資本金の額：514,068,000円のうち、504,068,000円を減少し、10,000,000円とし、減少する資本金の
額の全額を、その他資本剰余金に振り替えます。

（2）資本準備金の額の減少の内容
減少する資本準備金の額
資本準備金の額：140,820,000円のうち、140,820,000円を減少し、0円とし、減少する資本準備金の額
の全額を、その他資本剰余金に振り替えます。

3．剰余金の処分の内容
　会社法第452条の規定に基づき、上記資本金及び資本準備金の額の減少の効力発生を条件に、その他資本
剰余金を繰越利益剰余金に振り替えることで、繰越欠損の補填に充当いたします。これにより、振替後の繰
越利益剰余金の額は0円となります。
（1）減少する剰余金の項目及びその額

その他資本剰余金　636,931,705円
固定資産圧縮積立金　    16,746円

（2）増加する剰余金の項目及びその額
繰越利益剰余金　　636,948,451円
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  なお、これにより、令和５年12月末の繰越欠損を解消いたします。

4．日程(予定)

　①取締役会決議日　　　　　令和６年２月16日
　②株主総会決議日　　　　　令和６年３月28日(予定)
　③債権者異議申述公告日　　令和６年４月10日(予定)
　④債権者異議申述最終期日　令和６年５月10日(予定)
　⑤効力発生日　　　　　　　令和６年６月３日(予定)

５．その他の重要な事項
　本件は純資産の部における勘定科目間の振替処理であり、当社の純資産額及び発行済株式数の変動はなく、
当社の業績に与える影響はありません。
　資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分により636,948,451円の繰越欠損を解消し、配当再開
に向けた環境を整備したいと考えております。
　なお、上記の内容は、令和６年３月28日開催予定の当社第38回定時株主総会において議案が承認されるこ
とを条件としております。
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内訳 金額(千円）
期首残高 44,223
不動産賃貸契約に伴う増加額 －
時の経過による調整額 12
事業譲渡による減少額 －
資産除去債務の履行による減少額 －
期末残高 44,236

その他の注記
（資産除去債務に関する注記）
１．資産除去債務の内容

営業所や商業施設の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
２．支払発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件

使用見込期間を取得から２～10年と見積り、割引率は０～0.31％を使用して資産除去債務の金額を計算
しております。

３．資産除去債務の総額の期中における増減内容

－ 14 －
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個別注記表
重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移
動平均法により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品
　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を
採用しております。
貯蔵品
　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　定率法（ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用
しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物　３年～30年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。
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４．引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。
　当社は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付
債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。期末において年金資産残高が退職給付見込額を超過
している場合は、超過額を前払年金費用として計上しております。

③　株主優待引当金
　株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度以降において発生すると見込まれる額を計
上しております。

５．収益及び費用の計上基準
　当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、もしくは、移転するにつれて当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、連結注記表の「収
益認識に関する注記」に記載のとおりであります。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 366,233千円
　　なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
２．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 31,765千円
３．取締役等に対する金銭債権

短期金銭債権 30,000千円

損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高

売上高 5千円
営業取引以外の取引高 9,930千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の
株式数（株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度末の

株式数（株）
普 通 株 式 476,918 － － 476,918

会計上の見積りに関する注記
　固定資産の減損
（見積りの内容）
・固定資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合に、一定の条件の下で回収可能価額

を見積り帳簿価額を減額しております。
（当事業年度に計上した金額）
・有形固定資産　70,574千円
・減損損失　－千円
（その他見積りの内容に関する理解に資する情報）

計上した金額の算出方法は、連結注記表（会計上の見積りに関する注記）の内容と同一であります。

　翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響
・内外の環境変化により、当事業年度末の見積りに用いた仮定が変化した場合は、割引前将来キャッシュ・

フローの算定額の変更等により、翌事業年度の計算書類に計上する減損損失に重要な影響を及ぼす可能性
があります。

貸借対照表に関する注記

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項
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（繰延税金資産）
繰越欠損金 160,712千円
関係会社株式評価損否認 3,040千円
関係会社出資金評価損否認 9,260千円
投資有価証券評価損否認 3,185千円
減損損失否認 67,985千円
投資損失引当金否認 4,569千円
株主優待引当金 6,659千円
資産除去債務否認 6,616千円
その他 12,302千円
繰延税金資産小計 274,330千円
評価性引当額 △274,330千円
繰延税金資産合計 －千円

（繰延税金負債）
資産除去債務に対応する除去費用 4,317千円
前払年金費用 8,963千円
その他 65千円
繰延税金負債合計 13,346千円
繰延税金負債の純額 13,346千円

税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等
の名称 所在地

資本金
又は

出資金
事業の内

容

議決権等
の所有

(被所有)
割合
(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社

PA 
VIETNAM 

ADVERTISE
MENT 

COMPANY 
LIMITED

ベトナム
共和国

400,000
(千ドン) その他 0.0 － 資金の

貸付 30,478 その他 27,087

種類 会社等の名称
及び氏名 所在地

資本金
又は

出資金

事業内
容又は
職業

議決権
等の所
有(被所
有)割合

(％)

関連当事
者との関

係
取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

役員 加藤博敏
当社代表
取締役
会長兼
社長

被所有
直接23.5
間接47.6

資金の
貸付

資金の
返済 30,000 － －

資金の
貸付
(注)

30,000 その他 30,000

関連当事者との取引に関する注記
当社の子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）資金の貸付については、市場金利を勘案し合理的に利率を決定しております。

役員及び個人主要株主等

（注）資金の貸付については、市場金利を勘案し合理的に利率を決定しております。また、貸付金の担保
として、代表取締役会長兼社長加藤博敏が保有している当社株式を質権設定しております。
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１．１株当たり純資産額 19円14銭
２．１株当たり当期純利益 3円52銭

収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
詳細につきましては、連結注記表の「収益認識に関する注記」をご参照ください。

１株当たり情報に関する注記

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりませ
ん。

重要な後発事象に関する注記
（資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分）
　当社は、令和６年２月16日開催の取締役会において、令和６年３月28日開催予定の第38期定時株主総
会に、資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分について付議することを決議いたしました。
　詳細は、連結注記表の「重要な後発事象に関する注記」をご参照ください。
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